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はじめに
2024年2月27日（火）から3月1日（金）に第55回

国連統計委員会がニューヨークの国連本部にて開催さ
れた。国民経済計算の観点からは、次期国際基準であ
る2025SNA（仮称）の策定に向けて、主要な勧告事
項リスト案の採択を行う重要な会合であった。本稿で
は、2025SNA（仮称）の策定に向けた国際議論の流
れを振り返りつつ、今次会合における国民経済計算の
セッションの概要について紹介したい。

2025SNA（仮称）に向けたこれまでの経緯
現行の我が国国民経済計算が準拠しているのは

2009年2月に国際連合で採択された最新の国際基準で
ある2008SNAであるが、その中で示された研究課題
やその後の経済社会の構造変化を踏まえて2025年3月
を目途として2008SNAの更新、すなわち2025SNA

（仮称）の策定を目指すこと
とされている。これまでの国
際議論において、2025SNA

（仮称）に向けた具体的な検
討テーマとして、①デジタル
化、②グローバル化、③ウェ
ルビーイングと持続可能性を
大きな柱として検討が進めら
れてきた。

①デジタル化については、
データ駆動型経済への変化や
暗号資産の誕生など急速に進
展する経済のデジタル化を国
民経済計算体系として如何に
的確に反映できるか議論され
てきた。特にGDPへの影響
という観点で重要なトピック

としては、近年重要な生産要素となってきたデータを
新たに固定資産として記録、すなわちデータに係る支
出を設備投資として扱う方向で議論が進められてき
た。

②グローバル化については、特に知的財産を擁して
グローバルに活動する多国籍企業の重要性が増してい
る中、工場を持たない財の生産者（いわゆるファブレ
ス企業）のグローバル取引に係る記録方法の見直しや
ブランド・ロゴ等のマーケティング資産への支出を新
たに設備投資として扱うこと（資本化）などが検討さ
れてきた。

そして、③ウェルビーイングと持続可能性について
は、GDPでは必ずしも把握できない豊かさ（ウェル
ビーイング）や経済活動の環境への影響を考慮した持
続可能性の変化を捉えようとする観点で、家計の所
得・消費・富の分布や人的資本、鉱物・エネルギー等
の自然資源の費消1といった課題について、サテライ
ト勘定を含めた広義の国民経済計算体系としてどのよ
うに対応すべきか検討が進められてきた。

これら各種検討課題（図表参照）はそれぞれ手引書
（Guidance Notes）という形で2020年から順次各国統
計作成部局等を対象とした国際協議に付され、その結
果とりまとまった2025SNA（仮称）に向けた勧告事
項リスト案（Recommendations for the update of the 
2008 System of National Accounts）が今般の第55回
国連統計委員会での承認を求めて提出される運びと
なった。なお、これらの検討課題の中には国際収支に
関連するものも多く、そうした課題については、IMF
が主導する国際収支統計の国際基準（BPM）の改定
プロセスでも並行して議論される形が取られた。

1	 地下資源の物理的な採掘やその使い切りの結果としての地下資源鉱床の価値の減少を指す。

図表　2025SNA（仮称）に向けた検討テーマの全体像
デジタル化

グローバル化 ウェルビーイング、持続可能性

コミュニケーション

金融関係等

データの価値計測・資本化
無料のデジタル生産物

暗号資産　　　NFT　　　人工知能
クラウド・コンピューティング
デジタル供給・使用表（SUT）

デジタル仲介プラットフォーム　等

マーケティング資産
多国籍企業取引　　特別目的会社

多国籍企業の知的財産生産物の経済的所有
グローバルバリューチェーンと付加価値貿易

工場を持たない財の生産者　等

家計の所得・消費・富の分布
無償家計サービス生産　　健康・医療分野

労働・教育訓練・人的資本　　自然資源の費消
生物資源再分類　　鉱物エネルギー資源の評価

再生可能エネルギー資源　　引当概念
排出量取引制度　　環境分類　等

譲許性貸付　　ハイブリッド保険・年金商品　　ファクタリング
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賃貸料の扱い　　　インフォーマル経済の分類　　　イスラム金融の取扱　　等
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今次会合における国民
経済計算のセッション

こうした流れを受けて開催
された第55回国連統計委員会
における国民経済計算に関す
るセッションでは、冒頭、国
民経済計算に関する事務局間
ワーキンググループ（ISWGNA）
を代表してOECDから2025SNA

（仮称）に向けた作業の進捗
状況等に係る報告と、本委員
会での承認を得るべく提出さ
れた2025SNA（仮称）に向
けた勧告事項リスト案に係る
説明があった。

続いて行われた議論では、非常に多くの国々から発
言がなされた。我が国（筆者）からは、ISWGNA等に
活動に関する謝意を示すとともに、データの資本化等
に係るタスクチームへの参画等の貢献や2025SNA（仮
称）の策定・実装に向けて尽力する旨の発言を行った。

目立ったのは欧州諸国からの発言で、特にEU及び
同加盟国を代表したオランダの発言では、提案された
勧告事項案の重要性を認めつつも、新たな勧告事項の
中には推計上多くの仮定が必要なものがあり、結果的
に主要なマクロ経済指標の国際的・時系列的な比較可
能性を低下させるリスクがあるとの懸念が示された。
具体的項目として例示されたものには、自然資源、デー
タの資本化、分割資産アプローチなどがあったが、特
にマーケティング資産の資本化については高度な仮定
が必要でGDPに大きな影響があるとして引き続き研究
課題に留めるべきとの意見であった。ドイツからも、
マーケティング資産の資本化に関する勧告事項は拒否
する旨の発言があった。

また、GDPから自然資源の費消及び固定資本減耗
を控除したNDP（国内純生産）をGDPの補完指標と
して強調しようとする勧告事項案についても、これら
の控除項目を特に速報段階で推計可能なのかという疑
義、懸念が示された。

この他、サモアのような途上国からは、国民経済計
算作成に係るリソースが不足している現状（例えば太
平洋島嶼国では現在も2008SNAを完全に実装できて
いる国がないこと）を踏まえ、能力開発支援の重要性
を指摘する声が上がった。

議論の結果取りまとめられた決議では、2025SNA
（仮称）に向けた国際協議のプロセスやBPMの改定作
業との連携を評価する一方、提案された勧告事項リス
ト案については、特に各国からの懸念の強かったマー
ケティング資産を除く形で承認された。マーケティン
グ資産についてはポスト2025SNA（仮称）の研究課
題として引き続き研究を進めることとなり、また、各

国から示された懸念への留意や国際比較可能性の重要
性についても決議に盛り込まれた。

結び
今次会合の全体では、総務省（政策統括官室、統計

局、統計センターを含む）から12名、内閣府から2名、
農林水産省から2名の合計16名という大規模な日本政
府代表団が参加し、委員国として本会合及びサイドイ
ベントにおいて積極的に議論に参画、我が国のプレゼ
ンスを高める努力をしている現場を目の当たりにする
ことができたのは大きな刺激であった。

一方で、国民経済計算に関する議論に参加する中
で、多くの国々が2025SNA（仮称）の新たな勧告事
項に対する懸念や問題意識を示している実情も伝わっ
てきた。我が国ではマーケティング資産の資本化に関
する研究にも力を入れてきたところであり、今回の決
定内容には少なからぬ驚きもあった。今後は2025年3
月の国連統計委員会における最終的な採択を目指し、
今次会合で決定された勧告事項等に基づいて2025SNA

（仮称）の各章の草案が順次国際協議に付されていく
とともに、データの資本化等の主要な勧告事項につい
て国際機関や有志国から構成される各種タスクチーム
によって推計ガイダンスの作成が進められていくこと
になる。こうした国際協議や各種タスクチームへの参
画等を通じて、引き続き2025SNA（仮称）策定に向
けた国際議論を注視するとともに、我が国としてこれ
に貢献していく必要があると考える。

同時に、国内においても2025SNA（仮称）への移
行に向けて、GDPを含む主要なマクロ経済指標に影
響する変更点について、ユーザーへの十分かつ丁寧な
情報提供を進めていく必要があると考える。本稿がそ
うしたコミュニケーションの一助となれば幸いである。

鈴木 大地（すずき だいち）
武井 恭之（たけい やすゆき）

（当日の会場風景）
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